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第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑴ 学校等での環境教育の推進 

 ① 専門的な知識や豊富な経験のあるアドバイザーの派遣 

 ② 未就学児及び保護者を対象とした体験活動を通じた学びの支援 

 ③ 小中学校・高等学校・特別支援学校における地域の教育資源（ひと・もの・こと）を生かした

実践的な学習の推進 

⑤ 教育におけるＩＣＴ活用などの実践支援（授業で活用可能なデータの提供） 

 

 ⑴ 事業目的 

多くの県民に環境問題に関心を持ってもらい、自ら考え、課題や展望を見出し、具体的な行動に結

びつけてもらうため、学校等において発達の段階に応じた環境教育を推進します。併せて、家庭にお

ける家族への波及も促進します。 

学校においては、持続可能な社会の実現を目指し、児童生徒の環境問題への関心を高めるととも

に、人間と環境の関わり方や環境に対する人間の責任・役割について理解させ、環境の保全やよりよ

い環境の創造に向け、生涯にわたって主体的に行動できる能力や態度を育成することが大切です。 

そのためには、以下のことが求められます。 

①教育課程への適切な位置付けと、年間指導計画に基づいた指導 

②全教職員の共通理解と推進体制の確立 

③地域の人材や自然、素材（ひと・もの・こと）を生かした学習活動の工夫 

    

 ⑵ 取組状況 

① しまね環境アドバイザー制度【環境政策課】★１  

環境の専門家を「しまね環境アドバイザー」※１ として登録し、県内の学校や子供会、自治

会、婦人会、企業等で行われる学習会やイベント等に派遣しました。 

   令和４年度 しまね環境アドバイザー 22名 

   派遣実績 学校 39校  自治会等 19件 

② しまね出前講座 ★１ 

   環境学習の一環として、次の出前講座を実施しました。 

ア 宍道湖・中海環境出前講座「宍道湖・中海の水環境を考える」 【環境政策課】 

     身近な河川や湖の水環境の現状を話し合い、自分達にできる水質保全対策について考え

ました。 

     令和４年度受講実績 学校32校   参加児童・生徒数 1,118名 

イ 下水道出前講座「下水道ってな～に？」 【下水道推進課】 

     家庭での生活排水対策の意識向上を目的として下水道のしくみや役割を実験などにより

わかりやすく解説しました。 

     令和４年度受講実績 学校 34校   参加児童・生徒数 1,248名 

 



 

 ③ 親子で取り組む環境活動促進事業【環境政策課】 

幼・保育園児等の未就学児や小学校の児童とその保護者に対して、親子で簡単に取り組める環

境配慮行動を紹介し、環境問題への関心を高めました。 

ア 親子で取り組むミニエコ講座の開催 

     地球温暖化に関する絵本の読み聞かせや、マイバックを作るワークショップ等を実施し

ました。 

     令和４年度実施園数： 44 園 

 

イ しまねっこチャレンジ 

     親子で簡単に取り組めるワークシートを配布・回収し、家庭における省エネ行動を促しま

した。 

     令和４年度実施園数： 53 園 

ウ  夏休みゼロカーボンチャレンジシート 

     小学校４年生とその保護者に対して、親子で環境配慮行動を体験するワークシート事業

を行う市町村へデータ提供等の支援を実施しました。 

エ しまねゼロカーボンチャレンジブック 

      小学校４年生とその保護者に対して、冬休みに親子でワークブックを使った環境配慮行

動の実践に取り組めるよう、冬休み前に事前授業、取組後に事後授業を実施しました。 

          令和４年度実施学校数 

       松江市内小学校： 2 校 

       出雲市内小学校： 2 校 

④ 小・中学校の取組は資料編：「① 小中学校（義務教育学校）の取組」のとおりです。 

                                     【教育指導課】 

⑤ 県立学校の取組は資料編：「② 県立学校の取組）」のとおりです。【教育指導課】 

⑥ みんなで調べる宍道湖・中海流入河川調査【環境政策課】★２ 

  宍道湖・中海の水質に関する理解を深め、水質浄化活動の推進を図るため、小中学生を対象と

した宍道湖・中海の流入河川調査を行っており、 35 団体、 1,221 名の児童・生徒が参加しま

した。   

⑦ 学校における３Ｒ・適正処理学習支援事業【環境政策課】 

子どもたちがリサイクルに取り組む企業等に出向き、循環型社会について理解を深める学習

に対して、経費の支援等を実施しました。 

   令和４年度実施校数 23校（小学校・中学校・高等学校・特別支援学校） 

    

⑶ 参考情報 

 ① しまね環境アドバイザー派遣実績 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/kyoiku_gakushu/kankyoadviser.html 

 ② みんなで調べる宍道湖・中海流入河川調査 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/shinjiko_nakaumi/ryunyukasen/ 



 

【担当課】 

   ③ 学校における３Ｒ・適正処理学習支援事業実施学校 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/kyoiku_gakushu/school3r.html 

 

★１は、第５章－第１節－⑵－①の「⑵取組状況」①②と同内容です。 

★２は、第１章－第３節－⑵－④、第５章－第１節－⑴－④の「⑵取組状況」②と同内容です。 

 

 

«用語解説»  

※１ 環境アドバイザー 

県内の学校、自治会、企業等が自主的に行う環境問題に関する学習会等へ派遣する講師として、知事が委嘱した者。

環境に関する広範囲かつ専門的な知識や豊富な経験を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 

   教育指導課 
0852-22-6379 



令和５年版環境白書 

 

【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑴ 学校等での環境教育の推進 

 ④ 学校における環境保全活動の推進・顕彰 
 

 ⑴ 事業目的 

 学校における環境保全活動を推進するために取組を実施しています。 

 また、様々な環境保全に関し、特に顕著な功績のあった学校（団体）の表彰やモデル校の指定等、

優れた取組を広く紹介します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① しまね出前講座の活用【環境政策課】★１ 

 各学校では、県が実施している「しまね出前講座」（県民の要望に応じて県及び市町村職員が出

向いて話や意見交換を行う）を活用した環境学習も行われています。 

  宍道湖・中海環境出前講座「宍道湖・中海の水環境を考える」では、身近な河川や湖の水環境の

現状を話し合い、自分達にできる水質保全対策について一緒に考えてもらっており、32団体、1,118

名の児童・生徒が受講しました。 

② みんなで調べる宍道湖・中海流入河川調査【環境政策課】★２ 

  宍道湖・中海の水質に関する理解を深め、水質浄化活動の推進を図るため、小中学生を対象とし

た宍道湖・中海の流入河川調査を行っており、35団体、1,221名の児童・生徒が参加しました。 

③ 令和４年度における各種受賞校及び、モデル校は資料編：表１のとおりです。【環境政策課、農

山漁村振興課鳥獣対策室、林業課】 

    

⑶ 参考情報 

 みんなで調べる宍道湖・中海流入河川調査 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/shinjiko_nakaumi/ryunyukasen/ 

 

★１は、第５章－第１節－（１）－①の「⑵取組の状況」②と同内容です。 

★２は、第１章－第３節－（２）－④の「⑵取組の状況」②、第５章－第１節－（１）－①の「⑵取

組の状況」⑥と同内容です。 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 

農山漁村振興課鳥獣対策室 

林業課 

0852-22-6379 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑵ 地域等での環境学習の支援 

 ① 専門的な知識や豊富な経験のあるアドバイザーの派遣 

 ② 自治会や公民館など地域における環境学習の支援 

 ③ 事業者が行う環境学習（社内研修）の支援 
 

 ⑴ 事業目的 

多くの県民に環境問題に関心を持ってもらい、自ら考え、課題や展望を見出し、具体的な行動に結

びつけてもらうため、地域で行う環境学習や、事業者が行う社内研修などの取組を支援します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① しまね環境アドバイザー制度 ★１ 

環境の専門家を「しまね環境アドバイザー」※１ として登録し、県内の学校や子供会、自治

会、婦人会、企業等で行われる学習会やイベント等に派遣しました。 

   令和４年度 しまね環境アドバイザー 22名 

   派遣実績 学校 39校  自治会等 19件 

② しまね出前講座 ★１ 

   環境学習の一環として、次の出前講座を実施しました。 

ア 宍道湖・中海環境出前講座「宍道湖・中海の水環境を考える」 

     身近な河川や湖の水環境の現状を話し合い、自分達にできる水質保全対策について考え

ました。 

     令和４年度受講実績 学校32校   参加児童・生徒数 1,118名 

イ 下水道出前講座「下水道ってな～に？」 

     家庭での生活排水対策の意識向上を目的として下水道のしくみや役割を実験などにより

わかりやすく解説しました。 

     令和４年度受講実績 学校 34校   参加児童・生徒数 1,248名 

 しまねエコライフ推進会議事業者部会の事業等により、以下の取組を行いました。 

③ エコアクション21 認証取得事業者への支援 ★２ 

環境マネジメントシステム「エコアクション 21 」※２の認証を取得した企業及び今後取得を

目指す企業に向けた、SDGsをテーマとした研修・交流会を開催しました。 

④ しまねストップ温暖化宣言事業者への支援 ★２ 

県内の事業所に従事する社員、従業員が環境問題に取り組むため、SDGsを通して環境問題を学

ぶことを目的とした社内研修の実施支援を行いました。 

    

⑶ 参考情報 

 ① しまね環境アドバイザー派遣実績 

  https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/kyoiku_gakushu/kankyoadviser.html 



 

 

【担当課】 

   ② しまねエコライフ推進会議 事業者部会 ホームページ（外部サイト） 

    https://www.crosstalk.or.jp/stopondanka/ 

 

★１は、第５章－第１節－⑴－①の「⑵取組状況」①②と同内容です。 

★２は、第５章－第２節－⑴－④の「⑵取組状況」②⑥と同内容です。 

 

«用語解説»  

※１ 環境アドバイザー 

県内の学校、自治会、企業等が自主的に行う環境問題に関する学習会等へ派遣する講師として、知事が委嘱した者。

環境に関する広範囲かつ専門的な知識や豊富な経験を有する。 

※２ 環境マネジメントシステム 

事業者等が自主的に環境保全に関する取組を進めるにあたり、環境方針や環境目標等を設定し、これらの達成に向け

て構築した組織体制、計画活動、責任、業務、手順等のシステムのこと。この国際規格として国際標準化機構（ISO）

が定めたISO14001がある。エコアクション21は、ISO14001規格を参考に、事業者がより取り組みやすくなるよう環境

省が定めた日本独自の制度である。 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ① 環境活動に取り組む県内の高校生・学生などとの連携 
 

 ⑴ 事業目的 

環境に配慮した持続可能な社会づくりに向けて、若年層による普及啓発効果や環境に関わる多様

な年代の連携・交流を目指し、環境保全活動等に取り組む県内の大学のサークル等の活動を支援しま

す。 

    

 ⑵ 取組状況 

① しまエコユースサポーターズ 

大学のサークル等、環境ボランティアを実践する団体の登録制度「しまエコユースサポーター

ズ」を運用し、新型コロナウイルス感染症の影響で学生生活やイベントの開催が制限される中、

登録サークルに対し、主にオンラインで開催される環境セミナー等の情報提供を行いました。 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ② 自然保護の担い手の確保・育成（自然保護レンジャーなど） 
 

 ⑴ 事業目的 

 島根県自然保護レンジャー制度などを推進し、県民と連携・協働しながら、自然保護活動、自然公

園等の美化や適正な利用を促進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

①  自然保護レンジャー制度 

   県内の自然公園等（国立・国定・県立自然公園、中国自然歩道、自然環境保全地域）において

ボランティアとして動植物の保護、野外活動の指導及び情報提供などの活動に従事できる方166

名を第20期島根県自然保護レンジャーとして委嘱（任期２年：令和４年度～令和５年度）し、そ

の協力を得て自然保護の推進を図っています。 

 

   ② 生物多様性自然観察会事業 

 地域の特性を活かした自然観察会を地域の団体へ委託して開催することにより、県民の自然

環境保全への関心度の向上を図るとともに、自然保護活動で活躍する人づくりを行います。  

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）自然環境課 
0852-22-5347 

0852-22-6377 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ③ 自然解説や自然保護を行う人材・団体等の育成（自然観察指導員など） 
 

 ⑴ 事業目的 

 島根県自然観察指導員講習会など人材育成及びスキルアップ研修を実施し、自然観察や自然保護

を行う人材等を育成します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 自然観察ガイド研修会 

   地域に根ざした自然観察会を開催する指導者の人材育成を目的に、県内各地で開催していま

す。 

   なお、県内の自然公園等（国立・国定・県立自然公園、中国自然歩道、自然環境保全地域）に

おいてボランティアとして自然観察会の実施や保護活動を行う人材の育成を目的として、令和

４年度は、日本自然保護協会（NACS-J）と共にスキルアップ研修会を開催しました。 

 

② 自然保護レンジャー研修会（主に新任者） 

   令和４年度新たに任命された自然保護レンジャーを中心に、救急救命法のほか自然公園や中

国自然歩道の概要、レンジャー制度など基礎的な内容に関する研修会を行いました。 

    

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）自然環境課 0852-22-6377 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ④ 島根県地球温暖化防止活動推進員など、地域リーダーの育成・活動支援 
 

 ⑴ 事業目的 

地球温暖化をはじめとした環境問題に対して、県民の主体的な取組を推進するため、地域で啓発等

を行うリーダーを育成し、活動を支援します。 

    

 ⑵ 取組状況 

環境にやさしい持続可能な地域を担う人づくりとして、島根県地球温暖化防止活動推進員※１と連

携した温暖化防止活動を企画・実施するとともに、推進員の個人活動に対する支援や、推進員のスキ

ルアップを目指す研修を行いました。 

環境ボランティア「しまエコユースサポーターズ」や「しまねエコライフサポーター」※２等の地

域活動団体の主体的な活動を支援するとともに、研修会を開催して互いに連携・交流する活動を促

進しました。 

    

⑶ 参考情報 

 島根県地球温暖化防止活動推進員（県HP） 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/datsutanso/volunteer/suisinin.html 

    

 

«用語解説»  

※１ 島根県地球温暖化防止活動推進員 

地域における地球温暖化対策の推進に関する活動を行う者として、「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」

に基づき、知事が委嘱した者。島根県においては、「しまねエコライフサポーター」登録者のうち、研修を受講した方

や、環境問題への一定の知識を持ち温暖化対策に積極的に取り組む民間の方に委嘱している。募集は隔年。 

※２ しまねエコライフサポーター 

環境に配慮した持続可能な社会づくりを目指し、島根県内に在住で、ボランティアで 環境保全活動等に取り組む方

を登録する制度。 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 



令和５年版環境白書 

 

【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ⑤ 環境活動に取り組む各種団体やＮＰＯなどへの支援・連携 
 

 ⑴ 事業目的 

島根県内で自然や環境に関わる各種団体やNPO法人などによる、環境保全・地球温暖化対策を目的

とした活動を支援するため、以下の事業を実施します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 環境保全活動助成金の交付 

県内のNPO法人やボランティア団体が行う自主的な環境保全活動に対して、資金の一部を助成

しました。 

   令和４年度助成件数 ６件 

② 人材育成・環境学習プログラムの協働実施 

地域や団体のニーズに合わせた環境保全の取組を推進するために、団体や法人、学生などと協

働して、防災や再生可能エネルギーの活用、SDGsの取組などについて、ワークショップによる意

見交換、講演会、環境学習などを実施しました。また、イベントなどにおける教材展示など多様

な活動の企画、運営、支援等を行いました。 

    

  

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑶ 県民等の主体的な取組の推進 

 ⑥ 環境活動に取り組む事業者との連携 
 

 ⑴ 事業目的 

環境活動に取り組む店舗と連携し、環境に配慮した消費行動を促進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 環境にやさしい消費行動への転換促進（しまエコショップ※１）★ 

   省エネ・省資源や環境配慮型経営等に取り組む店舗を消費者が選択できるよう、ウェブサイト

の活用により、登録店舗と連携した情報発信を行いました。（令和４年度登録数 588店舗） 

    

⑶ 参考情報 

 しまエコショップWEBサイト 

https://shop.shima-eco.net/ 

    

★は、第３章－第１節－⑶－①の「⑵取組状況」③、第５章－第２節－⑴－⑤の「⑵取組状況」①と同

内容です。 

 

 

«用語解説»  

※１ しまエコショップ 

環境配慮に関する取組が一定の基準を満たしているとして、「しまエコショップ登録制度」に基づき島根県が登録し

た店舗。 

 

所 属 名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑴ 環境に配慮した行動の促進 

 ① 国等と連携・協調した普及啓発・活動推進（地球温暖化対策、循環型社会形成） 
 

 ⑴ 事業目的 

 環境問題の解決に向けた環境政策の必要性や効果について、理解を深めていただき、環境政策や環

境保全活動への参加を広げていくことを目指します。環境基本法に定められている、６月５日の「環

境の日」を中心とする６月の一か月を「環境月間」として、各方面に呼びかけ、その御協力を得て「環

境の日」及び「環境月間」の趣旨にふさわしい各種の取組を実施しました。 

    

 ⑵ 取組状況 

① クールビズ（５月１日から10月31日） 

冷房時の室温を28℃にしても快適に仕事ができるクールビズを呼びかけました。 

② 令和４年度廃棄物適正処理対策推進事業 第１回合同パトロール（６月２日） 

県内７か所（保健所）を中心に市町村他各関係機関の協力を得て、不法投棄の発見と防止並びに

適正処理を県民に呼びかけ、広報・啓発活動を展開しました。 

③ CO2削減/ライトダウンキャンペーン（６月21日から７月７日） 

６月21日から７月７日までの間、ライトアップ施設や家庭の照明の消灯を呼びかけました。ま

た、６月21日（夏至）と７月７日（クールアース・デー、七夕）を特別実施日として、両日の夜８

時から10時までの２時間、一斉消灯を呼びかけました。 

    

⑶ 参考情報 

 環境政策課HP 

 https://www.pref.shimane.lg.jp/kankyo/ 

    

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

環境政策課(主) 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑴ 環境に配慮した行動の促進 

 ② 効果的な環境活動プロモーション(ＳＮＳなどとの連携、環境省や経済産業省のＰＲサイトも

活用したポータルサイトの充実) 
 

 ⑴ 事業目的 

環境に関する情報へのアクセスを容易にするため、ＳＮＳやホームページを使った情報発信を実施。 

    

 ⑵ 取組状況 

① ポータルサイトの充実 

ア ホームページを更新し、環境政策に関連した情報発信を実施 

  （https://www.pref.shimane.lg.jp/kankyo/） 

Ｒ４年度ページビュー数 13,710 

イ Facebookに投稿し、ＳＮＳを利用した環境活動プロモーションの実施 

 

② 特設ウェブサイトの運営 

ア しまエコショップWEBサイト 

  Ｒ４年度アクセス数 ユーザー数 12,011 ページビュー数 20,033 

イ しまねグリーン製品WEBサイト 

  Ｒ４年度アクセス数 ユーザー数  5,768 ページビュー数 11,404 

 

 

所属名 問い合わせ先 

環境政策課(主) 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑴ 環境に配慮した行動の促進 

 ③ 省エネ・省資源効果を「見える化」する診断ツール等の活用促進 
 

 ⑴ 事業目的 

環境にやさしいライフスタイルへの転換を目指し、省エネ・省資源効果を「見える化」して、家庭

における地球温暖化防止に向けた取組を推進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 家庭エコ診断（うちエコ診断※１）の実施★ 

環境省が進める「うちエコ診断」を用いて 対面型の診断を実施し、省エネ性能の高い家電の

導入を推奨するなど、より具体的な家庭における温暖化防止の取組を推進しました。（県内のう

ちエコ診断実施機関による診断件数：67件） 

    

⑶ 参考情報 

 ① うちエコ診断公式ホームページ（外部サイト） 

https://www.uchieco-shindan.jp/ 

② うちエコ診断Web サービス（外部サイト） 

https://webapp.uchieco-shindan.jp/ 

    

★は、第３章－第１節－⑶－①の「⑵取組状況」①と同内容です。 

 

 

«用語解説»  

※１ うちエコ診断 

家電製品や自家用車などから家庭から生じるエネルギー消費について専用ソフトを用いて計算し、地域性、ライフス

タイルに合わせて二酸化炭素排出量や光熱費の削減に効果的な対策を具体的に提案する診断事業。環境省が所管して

いる 

 

所属名 問い合わせ先 

環境政策課（主） 0852-22-6379 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑴ 環境に配慮した行動の促進 

 ④ 環境配慮型経営の促進（研修会、経営相談など） 
 

 ⑴ 事業目的 

エネルギーの効率的な利用による経費削減や、施設の特徴に応じた省エネルギー対策など、経営コ

ストの削減にもつながる省エネの理解を促進し、環境配慮型経営に取り組む事業者を拡大します。 

    

 ⑵ 取組状況 

しまねエコライフ推進会議事業者部会の事業等により、以下の取組を行いました。 

① しまねストップ温暖化宣言事業者の登録★１ 

   省エネ等の目標を独自に設定した事業者を登録しました 。（登録事業者数： 3,649 事業者） 

② しまねストップ温暖化宣言事業者への支援★２ 

県内の事業所に従事する社員、従業員が環境問題に取り組むため、SDGsを通して環境問題を学

ぶことを目的とした社内研修の実施支援を行いました。 

③ エコ経営相談の実施★１ 

   事業者の環境に関する相談に対する助言を行いました。（相談数：217 件） 

④ エコアドバイザーの派遣★１ 

   事業所設備の省エネ診断等を実施しました 。（派遣数：８ 事業者、延べ派遣件数 15 件） 

⑤ エコアクション21 認証取得の支援★１ 

 環境マネジメントシステム※１ 「エコアクション 21 」の認証取得を促進するために、研修

会等を開催しました。（補助件数：０件（相談件数：２件）） 

⑥ エコアクション21 認証取得事業者への支援★２ 

環境マネジメントシステム「エコアクション 21 」の認証を取得した企業及び今後取得を目

指す企業に向けた、SDGsをテーマとした研修・交流会を開催しました。 

   ※数値はいずれも令和４年度末 

    

⑶ 参考情報 

 しまねエコライフ推進会議 事業者部会 ホームページ 

 https://www.crosstalk.or.jp/stopondanka/ 

    

★１は、第３章－第１節－⑵－①②③④の「⑵取組状況」①～④、第５章－第３節－⑴－②の「⑵取組状

況」②と同内容です。 

★２は、第５章－第１節－⑵－③の「⑵取組状況」③④と同内容です。 

 

 

 



 

 

【担当課】 

«用語解説»  

※１ 環境マネジメントシステム 

事業者等が自主的に環境保全に関する取組を進めるにあたり、環境方針や環境目標等を設定し、これらの達成に向け

て構築した組織体制、計画活動、責任、業務、手順等のシステムのこと。この国際規格として国際標準化機構（ISO）

が定めたISO14001がある。エコアクション21は、ISO14001規格を参考に、事業者がより取り組みやすくなるよう環境

省が定めた日本独自の制度である。 

 

所属名 問い合わせ先 

環境政策課(主) 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑴ 環境に配慮した行動の促進 

 ⑤ 事業者の取組についての消費者等の理解促進 
 

 ⑴ 事業目的 

環境活動に取り組む店舗と連携し、環境に配慮した消費行動を促進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 環境にやさしい消費行動への転換促進（しまエコショップ※１）★ 

省エネ・省資源や環境配慮型経営等に取り組む店舗を消費者が選択できるよう、ウェブサイト

の活用により、登録店舗と連携した情報発信を行いました。（令和４年度登録数 588店舗） 

      

⑶ 参考情報 

 しまエコショップWEBサイト 

https://shop.shima eco.net/ 

 

★は、第３章－第１節－⑶－①の「⑵取組状況」③、第５章－第１節－⑶－⑥の「⑵取組状況」①と同内

容です。 

 

 

«用語解説»  

※１ しまエコショップ 

環境配慮に関する取組が一定の基準を満たしているとして、「しまエコショップ登録制度」に基づき島根県が登録し

た店舗。 

 

所 属 名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 



令和５年版環境白書 

 

【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑵ オール島根での取組の推進 

 ① 「しまねエコライフ推進会議」における官民の取組の共有・連携 

 ③ 市町村の取組への支援（担当職員研修会、事例提供） 
 

⑴ 事業目的 

世界的な環境に関わる潮流が県内全体での環境活動の実践につながるよう、社会全体で環境問題

に取り組むための仕組みとして、事業者・関係団体・市町村などで構成する「しまねエコライフ推進

会議」を設置しています。 

また県内の市町村に温暖化対策等の先進事例の情報や研修機会を提供し、活動を支援します。 

    

 ⑵ 取組状況 

①  「しまねエコライフ推進会議」情報発信イベントの開催 

「脱炭素社会の実現に向けた取組の見える化」をテーマとした情報発信イベントを開催し、県

民や事業者に対し脱炭素に取り組む機運の醸成を図りました。（当日の来場者数 約2,000名） 

＜情報発信イベントの主な内容＞ 

 巨大パネル展示、ミライ地球ガチャ、脱炭素のことを楽しく考えるステージイベント 等 

     

②  市町村の取組への支援 

市町村及び一部事務組合などの環境担当職員を対象として、最新の環境問題について学ぶため

の研修を実施。「温暖化対策/地域脱炭素」をテーマに、リモートによる講義を行いました。 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

２．社会全体での取組の推進 

⑵ オール島根での取組の推進 

 ② 環境をとりまく情報の「見える化」の促進 
 

 ⑴ 事業目的 

 次の①～③の観点から、実際の「行動」に結びつくような環境をとりまく情報の「見える化」を促

進する。 

① 課題の見える化（問題の所在、それぞれで対応できることの明確化） 

② 目標の見える化（日頃の生活や経営で取り組める具体例による提示） 

③ 成果の見える化（数値的な緻密さより、方向性が分かることを重視） 

    

 ⑵ 取組状況 

 この計画に掲げた施策を全庁で推進するため、各部局の各課を総括する主管課長で構成する「環境

管理委員会」において緊密な連携や施策の調整等を行いながら、総合的・効果的な推進を図ります。 

 施策ごとに評価指標（ＫＰＩ）を設定し、進捗管理を行います。進捗状況や評価結果については、

「島根県環境審議会」に報告し、意見等を取組の改善に活かします。 

 環境の状況、環境の保全に関して県が講じた措置等について、島根県環境基本条例第８条に基づ

き、「島根県環境白書」としてとりまとめ、毎年、公表します。 

 

⑶ 参考情報 

 島根県環境白書 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/kankyo_sougou/kankyo_hakusyo/hakusy

o.html 

    

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

環境政策課 0852-22-6379 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑴ 自治体や企業の取組支援 

 ① 地域資源を活用した経済循環の促進（市町村・経済団体への情報提供、研修会の開催など） 

 ② 企業のＣＳＲ（社会貢献）活動やＥＳＧ投資の促進 
 

⑴ 事業目的 

企業のＣＳＲ（社会貢献）活動等の促進や、再生可能エネルギーの普及を図り、豊かな地域資源を

活かした持続可能な地域づくりを推進します。 

 

 ⑵ 取組状況 

① 自立的な分散型エネルギーシステム構築セミナー【地域政策課】 

エネルギーを通じた地域内経済の好循環を目指し、自立的な分散型エネルギーシステム構築

への機運を高めるため、地域新電力会社の取組等を紹介する、市町村、民間事業者向けのセミナ

ーを開催しました。 

・実績：２会場（雲南市、安来市） 

② しまエコ活動実践団体の募集【環境政策課】 

企業や民間団体の環境活動を支援するため、海ごみゼロウイーク・環境月間及び３Ｒ推進月間

において環境への取組を行う「エコ活動実践団体」の募集を行い、取組の内容をホームページ等

で広報しています。 

③ 県内事業者におけるSDGsや省エネなどの事業の推進【環境政策課】 

しまねエコライフ推進会議事業者部会や商工団体などを通じて、県内の事業者におけるSDGs・

省エネなどの事業を推進するための支援を行いました。 

ア しまねストップ温暖化宣言事業者の登録★ 

省エネ等の目標を独自に設定した事業者を登録しました 。（登録事業者数： 3,649 事業

者） 

イ エコ経営相談の実施★ 

事業者の環境に関する相談に対する助言を行いました。（相談数：217 件） 

ウ エコアドバイザーの派遣★ 

事業所設備の省エネ診断等を実施しました 。（派遣数：８ 事業者、延べ派遣件数 15 件） 

エ エコアクション21 認証取得の支援★ 

環境マネジメントシステム※１ 「エコアクション 21 」の認証取得を促進するために、

研修会等を開催しました。（補助件数：０件（相談件数：２件）） 

   ※数値はいずれも令和４年度末 

    

⑶ 参考情報 

① 再生可能エネルギーの利活用情報 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/energy/energy/saisei/ 



【担当課】 

② しまエコ活動実践団体の募集について（県HP） 

https://www.pref.shimane.lg.jp/infra/kankyo/kankyo/kankyo_sougou/shimaeco_jissen/cle

anup.html 

 

 

★は、第３章－第１節－⑵－①②③④の「⑵取組状況」①②③④、第５章－第２節－⑴－④の「⑵

取組状況」①③④⑤と同内容です。 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑴ 自治体や企業の取組支援 

 ③ 循環型社会などを目指した環境対策ビジネスの促進（技術支援、融資制度など） 
 

 ⑴ 事業目的 

 産業廃棄物の発生の抑制、再生利用等による産業廃棄物の減量を促進し、これによって産業廃棄物

の循環的な利用に関する産業の活性化を図ることを目的に、県内事業者等が行う研究開発を支援す

るとともに、島根県産業技術センター等の公設試験研究機関においてその技術に関する基礎研究を

行い、県内事業者等の活動を支援しています。★ 

 また、事業活動に伴う公害を防止し、環境への負荷を低減することは事業者にとっての責務ではあ

りますが、この設備投資は生産性を高めるものが少ない非収益性投資であるため、特に資力が少ない

中小企業者にとっては、これらの設備の設置が難しい場合が多いと考えられます。そのため県では、

低利な融資制度として、「まち・ひと・しごと創生資金（環境対応枠）」等を設け環境保全施設の整備

促進を図っています。 

    

 ⑵ 取組状況 

 ① 産業廃棄物３Ｒ技術開発補助事業（旧事業名称：資源循環型技術補助事業）【産業振興課】★ 

   令和４年度は補助実績がありませんでした。 

 ② 資源循環型技術基礎研究実施事業【産業振興課】★  

   令和４年度において、以下のとおり公設試験研究機関において基礎研究が行われました。 

   ア ハイドロキシアパタイトによる鉱さい中のフッ素の不溶化 

   イ 石炭灰を用いた窯業建材・土木資材の開発に関する基礎研究 

 

③ まち・ひと・しごと創生資金（環境対応枠）は、令和４年度は利用がありませんでした。【中

小企業課】 

    

⑶ 参考情報 

 島根県まち・ひと・しごと創生資金 

https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/syoko/sangyo/yuushi/kankyou.html 

    

★は、第４章－第１節－⑶－①と同内容です。 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）産業振興課 

中小企業課 
0852-22-6019 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑵ 豊かな自然環境を活用した地域づくり 

 ① 豊かな自然を活用した地域振興や観光振興［第１章－２参照］ 
 

 ⑴ 事業目的 

豊かな自然環境を活用し、地域振興や観光振興を実施することにより、持続可能な地域づくりを

推進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 自然公園の魅力アップ事業 

自然保護活動や自然観察会などに取り組む団体に対して、簡易な環境整備等を委託し、今後の

県内自然公園等への誘客を図りました。 

    

 

所属名 問い合わせ先 

（主）自然環境課 0852-22-6516 
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【担当課】 【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑵ 豊かな自然環境を活用した地域づくり 

 ② 森・里・川・海の多面的機能の維持と、地域資源としての活用［第１章－３参照］ 
 

⑴ 事業目的 

人口減少が進む中、森・里・川・海の多面的機能の維持と地域資源の活用を行い、持続可能な地域

づくりを推進します。 

    

 ⑵ 取組状況 

①  自然公園の魅力アップ事業 

県内自然公園等の利用者が安全･安心･快適に利用出来るように、簡易な施設の整備等を県か

ら民間団体へ委託することにより地域資源の活用を図り、持続可能な地域づくりを図りました。 

 

 ② 生物多様性自然観察会事業 

 地域の特性を活かした自然観察会を地域の団体へ委託して開催することにより、県民の自然

環境保全への関心度の向上を図るとともに、地域資源の活用を図ります。  

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）自然環境課 0852-22-5347 
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【担当課】 

第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

 ① 大規模開発における環境影響の回避・低減（開発協議制度や環境影響評価制度の適切な運用） 
 

⑴ 事業目的 

① 環境影響評価制度【環境政策課】 

  環境影響評価（環境アセスメントは、環境に著しい影響を与えるおそれのある事業（道路、ダ

ム事業など）の実施前に環境への影響について調査、予測又は評価を行い、環境の保全について

配慮するものです。 

   環境影響評価の推進は、開発事業等による環境への悪影響を未然に防止し、持続可能な社会

を構築していくために極めて重要です。 

   国においては、平成９年に「環境影響評価法」が公布され、平成11年から全面施行されまし

たが、施行後の状況の変化や施行を通じて明らかとなった課題等に対応するため、平成23年４

月に法改正が行われ、平成25年４月１日に全面施行されました。 

  本県においては、平成９年に制定された「島根県環境基本条例」において環境影響評価の推進

が定められたことを契機として、平成11年に「島根県環境影響評価条例」を制定し、法の対象規

模未満で一定規模の事業等について環境影響評価を義務付けました。島根県環境影響評価条例

に基づく環境影響評価の手続きの流れについては、資料編：表１のとおりです。 

② 開発協議制度【用地対策課】 

   面積１ha以上の開発を行う事業については、「島根県土地利用対策要綱」に基づく、事前の開

発協議制度を設けています。これは、災害等の防止や自然環境の保全を図りながら、適正な開

発を確保することを目的として、開発の実施に際して必要な手続きや留意すべき事項等を取り

まとめ、開発事業者にお知らせするものです。 

    

⑵  取組状況 

① 環境影響評価制度【環境政策課】 

   本県において、令和４年度に環境影響評価手続きにおける知事意見を述べた事業は３件で、

詳細については資料編： 表２のとおりです。 

②  開発協議制度【用地対策課】 

   令和４年度の件数は14件で、過去10年間の内訳は、資料編：表３のとおりです。 

   なお、国・地方公共団体・公社等が行う公共事業等については、「公共事業等に関する連絡調

整要綱」に基く連絡調整事業は５件でした。 

 

 

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 

用地対策課 

0852-22-6379 

0852-22-5896 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

 ② 島根県土地利用基本計画に基づく適切な土地利用の促進 
 

 ⑴ 事業目的 

 県土は、現在及び将来における県民のための限られた資源であるとともに、生活及び生産を通ずる

諸活動の共通の基盤であり、その利用に当たっては、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図り

つつ、地域の諸条件に配意して、健康で文化的な生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図っていく

ことが必要です。 

 県としては、「島根県国土利用計画」、「島根県土地利用基本計画」、「島根県土地利用対策要綱」な

どに基づいた規制や届出、協議等の制度を活用し、適切な土地利用の促進を図ります。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 島根県土地利用基本計画 

   島根県土地利用基本計画は、国土利用計画法※１に基づく土地取引及び開発行為の規制等を実

施するための基本となる計画であり、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保

全地域の５つの地域区分並びに土地利用の調整等について定めています。 

   令和４年度は、このうち森林地域の面積が５ha縮小し、自然公園地域の面積が５ha縮小となり

ました。 

② 土地取引等届出制度 

   国土利用計画法では、一定面積※２以上の土地売買等の契約を締結した場合、権利取得者は、

知事に届け出なければならないこととなっています。（土地の所在する市町村経由） 

 知事は、届出があった場合において、土地の利用目的が土地利用基本計画その他の公表されて

いる土地利用に関する計画に適合せず、適正かつ合理的な土地利用を図るために著しい支障が

あると認めるときは、土地の利用目的について必要な変更をすべきことを勧告することができ

ます。 

   令和４年までの10年間の届出件数は、資料編：表１のとおりで、勧告の実績はありません。 

    

⑶ 参考情報 

 ※２ 届出対象となる「一定面積」 

 ① 市街化区域：2,000㎡以上 

 ② ①を除く都市計画区域：5,000㎡以上 

 ③ 都市計画区域以外：10,000㎡以上 

    

 

«用語解説»  

※１ 国土利用計画法 



【担当課】 

  国土利用計画法は、国土利用計画の策定について定めるとともに、土地利用計画の策定、土地取引の規制に関する措

置、その他土地利用を調整するための措置を講ずることにより、国土形成計画法による措置と相まって、総合的かつ

計画的な国土の利用を図るための法律です。 

  土地利用を調整するための措置として、土地利用基本計画、土地取引規制、遊休土地制度の３つの制度が規定されて

います。 

  このうち土地利用基本計画は、都道府県の区域を対象として、当該地域の土地利用に関する諸計画を総合的に調整す

る、土地利用に関するマスタープランです。 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）用地対策課 0852-22-5896 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

 ③ 公害防止と苦情相談（公害防止協定・環境保全協定の締結、公害調停など） 
 

 ⑴ 事業目的 

 公害防止協定とは地方公共団体又は住民と企業の間に、公害防止を目的に締結される協定です。県

内においても、地域住民の生活環境保全意識の高まりを背景として地方公共団体や漁業協同組合、自

治会、住民団体と企業の間で多くの公害防止協定が締結されています。誘致企業についても、環境保

全の立場から県や地元市町村と協定を締結しています。 

 これらの内容は、工場の立地条件、操業内容等によりそれぞれ特色のあるものとなっており、法令

による一律の規制に上乗せした規制基準を定めるなど、きめ細かい対策がとられています。 

  また、公害防止に資するために、一定規模以上の工場に対しては公害防止の知識及び技術能力を有

する者（公害防止管理者等）の選任が義務付けられており、民間における公害防止体制の整備が図ら

れています。 

    

 ⑵ 取組状況 

① 公害紛争・苦情処理体制 

 公害紛争処理のため、公害紛争処理法に基づいて公害等調整委員会が設置され、ここで全国的

な紛争に係るあっせん、調停、仲裁及び裁定が行われています。 

 本県では、同法第18条の規定による公害審査委員候補者名簿の方式を採用し、公害等調整委員

会の管轄に属さない紛争についての処理にあたっています。 

   制度創設から令和４年度末までに終結した事件は、15件です。 

   また、同法49条の規定により市町村等関係行政機関と協力して公害に関する苦情の適切な処

理に努めています。 

② 公害苦情の状況 

ア 公害苦情件数 

     令和４年度に新規で受け付けた苦情は335件で、前年度と比較して18件増加しました。ま

た、前年度から繰り越された苦情は16件でした。 

イ 種類 

     典型７公害の苦情の合計は223件で、このうち大気汚染が80件と最も多く、次に悪臭の59

件、騒音の40件、水質汚濁の37件、振動の７件と続いています。 

     典型７公害以外の苦情の合計は112件で、このうち廃棄物投棄が103件でした。 

ウ 処理 

     「直接処理」が288件、「他の機関への移送」が27件でした。また、翌年度に繰り越した苦

情は13件でした。 

③ 公害防止管理者等 

   令和４年度における公害防止管理者等の選任状況は、資料編：表１のとおりです。 



 

 

【担当課】 

 

 

 

 

所属名 問い合わせ先 

（主）環境政策課 0852-22-6379 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

１．環境に関わる人づくり 

⑴ 学校等での環境教育の推進 

 ④ 学校における環境保全活動の推進・顕彰 
 

表１ 各種受賞校及びモデル校 

取  組 受 賞 名 受 賞 校 ・ 団 体 

みんなで調べる宍道湖流入河川調査 

 

島根県知事賞（小学生部門） 出雲市立朝陽小学校 

島根県知事賞（中学生部門） 松徳学院中学校 

国土交通省中国地方整備局長賞 雲南市立佐世小学校 

農林水産省中国四国農政局長賞 松江市立宍道小学校 

環境省中国四国地方環境事務所長賞 松江市立忌部小学校 

島根県教育委員会教育長賞（小学生部門） 横田公民館＆奥出雲町立横田小学校 

みんなで調べる中海河川調査 

島根県知事賞 松江市立竹矢小学校 

島根県教育委員会教育長賞 安来市立荒島小学校 

奨励賞 安来市立井尻小学校 

奨励賞 松江市立意東小学校 

緑の少年団発表大会 

最優秀賞 奥出雲町立横田中学校緑の少年団 

優秀賞 

 

松江市立義務教育学校 

八束学園緑の少年団 

みどりの奨励賞 

飯南町立来島小学校緑の少年団 

大田市立北三瓶中学校緑の少年団 

隠岐の島町立都万中学校緑の少年団 

愛鳥モデル校 － 雲南市立西小学校 
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第５章 環境と調和した地域づくり  

３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

①  大規模開発における環境影響の回避・低減（開発協議制度や環境影響評価制度の適切な運用） 
 

表１ 島根県環境影響評価条例に基づく環境影響評価の手続の流れ 

 

 

環境保全措置等の報告

アセス結果の事業への反映

アセスの結果について意見を聞く手続

アセスの実施

アセスの方法について意見を聴く手続

調査・予測・評価の実施

評価結果・環境保全措置案（準備書・要約書）作成

・公告、縦覧及び電子縦覧

・説明会の開催

評価結果・環境保全措置決定（評価書・要約書作成）

公告、縦覧及び電子縦覧

事業実施、環境保全措置等の実施

環境保全措置等の実施状況等

報告、公表 措置の要求

調査計画決定

環境調査計画案（方法書・要約書）作成

・公告、縦覧及び電子縦覧

・説明会の開催

計画段階での環境配慮の検討手続

意見

計画段階環境配慮の検討・配慮書作成

配慮書の公表

関係市町村長

技術審査会
事業計画策定

住民
環境の保全の

見地からの意見

住民
環境の保全の

見地からの意見

住民
環境の保全の

見地からの意見

知事

意見
関係市町村長

技術審査会

知事

意見
関係市町村長

技術審査会

知事

知事



表２ 令和４年度環境影響評価の実施状況 

対象事業名 
（仮称）益田匹見 

風力発電事業 

（仮称）大出日山 

風力発電事業 

（仮称）日向山 

風力発電事業 

対象事業の種類 風力発電所 風力発電所 風力発電所 

対象事業の規模 発電所出力最大 54,000kw 発電所出力最大46,200kw 発電所出力最大42,000kw 

対象事業実施者 アジア風力発電株式会社 
ジャパン・リニューアブ

ル・エナジー株式会社 

ジャパン・リニューアブ

ル・エナジー株式会社 

対象事業実施区域 島根県益田市 島根県安来市及び雲南市 島根県安来市 

根拠法令等 環境影響評価法 島根県環境影響評価条例 島根県環境影響評価条例 

進捗状況 

令和４年９月22日 

準備書に対する 

知事意見通知 

令和５年３月７日 

配慮書に対する 

知事意見通知 

令和５年３月７日 

配慮書に対する 

知事意見通知 

 

表３ 開発協議件数                               （単位：件） 

年 度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

宅地造成 2 1 1 0 1 1 0 2 2 0 

敷地造成 8 10 7 12 6 8 2 6 5 5 

土石等採取 3 5 6 2 3 4 4 3 1 4 

ゴルフ場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産廃処分場 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 

その他 3 1 2 1 1 4 2 2 2 5 

合 計 16 17 16 16 11 17 8 15 10 14 
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表１ 土地売買等届出件数 

 

 

 

 

暦年

利用目的

住　宅 32 16 18 27 57 37 48 42 44 46
商業施設等 12 2 13 41 3 18 2 2 4 28

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設等 4 0 4 0 0 0 0 1 1 1
林　業 25 17 17 16 17 18 21 22 29 20

資産保有転売等 27 33 43 24 34 30 27 32 31 41
その他 24 39 41 47 64 95 52 33 40 25

合　　計 62 124 107 155 175 198 150 132 149 161
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資産保有転売等

その他

３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

② 島根県土地利用基本計画に基づく適切な土地利用の促進 
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３．環境を活かした地域づくり 

⑶ 環境影響への配慮 

 ③ 公害防止と苦情相談（公害防止協定・環境保全協定の締結、公害調停など） 
 

表 1 公害防止管理者等の届出状況                      （R5.3.31 現在） 

業    種 

選 

任 

特 

定 

工 

場 

公 

害 

防 

止 

総 

括 

者 

公
害
防
止

主
任
管

理
者 

公害防止管理者 騒 

音 

振 

動 

関 

係 

特

定

粉

じ

ん

関

係 

一
般
粉
じ
ん
関
係 

ダ 

イ 

オ 

キ 

シ 

ン 

関 

係 

大気関係 水質関係 

第 

一 

種 

第 

二 

種 

第 

三 

種 

第 

四 
種 

第 
一 

種 

第 

二 

種 
第 

三 

種 

第 

四 

種 

製 造 業 
134 

〔134〕 72 2 0 0 11 37 2  24 1 1 5 0 64 2 

エネルギー 
供 給 業 

6 
〔6〕 5 1 0 0 6 0 0 0 1 0 0 0 1 0 

合 計 
140 

〔140〕 77 3 0 0 17 37 2 24 2 1 5 0 65 2 

注）選任特定工場欄〔     〕内は特定工場数 


